
山形県ものづくり企業技術開発支援共同研究実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、山形県ものづくり企業技術開発支援共同研究実施要綱（以

下「要綱」という。）に基づく共同研究の実施に関して必要な事項を定めるも

のとする。 

 

（用語） 

第２条 この要領における用語は、要綱の定めるところによる。 

 

（申請） 

第３条 要綱第５条第２項第１号に規定する GX・CN に資する内容は、次に掲げ

る要件のいずれかを満たす取組を含む内容とする。 

（１）エネルギー転換、エネルギー効率の向上又は省エネルギーに関する研究開 

 発 

（２）製品若しくは材料又は製造プロセスの脱炭素化に資する研究開発 

（３）前２号に掲げるもののほか、社会の脱炭素化に寄与する研究開発 

２ 要綱第５条第２項第２号に規定する重点分野の発展に資する内容は、次に掲

げる取組を含む内容とする。 

（１）環境調和型ものづくり 

前項に掲げる取組以外の環境負荷低減に関する研究開発 

（２）デジタル活用 

デジタル製品、デジタル技術に関する研究開発又はこれらを用いて生産性・

製造効率の向上に寄与する研究開発 

（３）地域資源活用 

  山形県の農林水産物又は伝統技術を活用した研究開発 

 

３ 実施内容が、国、地方自治体、独立行政法人、一般財団法人等から助成等を

受けて実施する研究の一環として実施するものである場合は、申請者が経費を

全額負担する場合を除き、共同研究ではなく、受託研究として実施するものと

する。 

 

（審査） 

第４条 所長は、要綱第３条の規定に基づき審査した結果を、申請者及びセンタ

ーの担当者に通知するものとする。 

 

（研究費の算定） 

第５条 研究費は、別紙（研究費算定基準）により算定する。 

 



（経費の納入の期限） 

第６条 経費の納入の期限は、共同研究契約の締結日から共同研究の期間の中間 

日までの間で共同研究者と協議して定めた日とする。 

 

（研究により取得した物品等の帰属） 

第７条 共同研究のために取得した物品等は、センターに帰属する。 

 

（その他） 

第８条 この要領に定めるもののほか、共同研究に関し必要な事項は、所長と共

同研究者が協議して定める。 

 

   附則 

 この要領は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

   附則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 

   附則 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

   附則 

 この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 

   附則 

 この要領は、令和７年 月 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（別紙） 

研究費算定基準 

 

山形県ものづくり企業技術開発支援共同研究実施要領第５条の規定による研究

費の算定基準は、次による。 

 

（１）直接経費 

    下記①～⑧に掲げる経費を対象とし、それぞれの費目の額（ただし、千 

円未満を切り上げる）を合計した額を直接経費とする。 

  ① 報償費      外部有識者等の招聘に要する謝金の実費額 

  ② 旅費       研究者が業務遂行上の必要性により出張する場合 

の旅費及び外部有識者等を招聘する場合に要する 

費用弁償とし、県条例等に定める額 

  ③ 需用費      業務遂行上必要となる消耗品、光熱水費等の実費額 

  ④ 役務費      業務遂行上必要となる郵便料等の実費額 

  ⑤ 委託料      業務遂行上必要となる加工、分析等を外部に委託す 

る経費の実費額 

  ⑥ 使用料      業務遂行上必要となる機器等の借上等に要する実 

費額 

  ⑦ 備品購入費    業務遂行上必要となる機器の取得に要する実費額 

  ⑧ その他直接経費  上記以外であって、業務の遂行に直接必要となる経 

費の実費額 

 

（２）間接経費 

  ① 管理費 

    当該業務遂行に関連し、直接経費以外に必要となる経費を勘案して定め 

る額とし、直接経費の１０分の１に相当する額とする。 

  ② 設備使用に係る相当額 

    当該業務遂行上必要となるセンター等の設備の使用に要する経費とし、 

山形県工業技術センター設備の一部使用に関する規則（昭和 27 年 11 月 

県規則第 69 号）及び山形県高度技術研究開発センター条例施行規則（平 

成 6 年 2 月県規則第４号）に定める額とする。ただし、山形県内に事業所 

を有する場合は、これを免除する。  


